
　

近
年
、
日
韓
間
の
貿
易
、
直
接
投
資

関
係
は
拡
大
が
続
い
て
い
る
。
韓
国
の

対
日
貿
易
に
関
し
て
は
、
輸
出
入
と
も

増
加
基
調
の
な
か
で
、
貿
易
赤
字
の
拡

大
が
続
い
て
き
た
が
、
二
〇
一
〇
年
を

ピ
ー
ク
に
足
元
で
減
少
し
て
い
る
。
一

方
、
直
接
投
資
に
関
し
て
は
、
日
本
企

業
の
韓
国
進
出
が
大
き
く
伸
び
、
二
〇

一
二
年
は
過
去
最
高
を
大
き
く
更
新
し

た
の
が
目
を
引
く
。
本
稿
で
は
、
韓
国

側
の
統
計
に
基
づ
き
、
最
近
の
日
韓
の

貿
易
、
直
接
投
資
を
概
観
す
る
。

●
拡
大
基
調
に
あ
る
対
日
輸
出

　

韓
国
に
と
っ
て
日
本
は
現
在
、
中

国
、
ア
メ
リ
カ
に
次
ぐ
第
三
位
の
輸
出

先
で
、
韓
国
の
対
日
輸
出
は
こ
こ
一
〇

年
ほ
ど
拡
大
が
続
い
て
い
る
（
図
1
）。

二
〇
一
二
年
の
輸
出
品
目
（
韓
国
独
自

の
品
目
コ
ー
ド
の
Ｍ
Ｔ
Ｉ
三
桁
ベ
ー

ス
、
以
下
同
様
）
は
、
金
額
の
多
い
順

に
石
油
製
品
、
無
線
通
信
機
器
（
携
帯

電
話
機
な
ど
）、
半
導
体
、
鉄
鋼
板
の

順
で
、
上
位
品
目
は
素
材
関
連
品
目
が

多
い
。
韓
国
の
対
日
輸
出
は
二
〇
一
一

年
に
前
年
比
四
〇
・
八
％
増
と
急
増
し

た
が
、
そ
の
最
大
の
け
ん
引
役
が
石
油

製
品
で
、
石
油
製
品
一
品
目
で
同
年
の

対
日
輸
出
増
加
分
の
四
割
強
を
占
め

た
。
具
体
的
に
は
自
動
車
用
揮
発
油
、

ナ
フ
サ
、
Ｃ
重
油
、
ジ
ェ
ッ
ト
燃
料
油

な
ど
の
対
日
輸
出
金
額
が
大
き
く
増
加

し
た
。
こ
れ
ら
は
原
油
高
に
よ
る
単
価

上
昇
も
さ
る
こ
と
な
が
ら
、
輸
出
数
量

の
増
加
が
顕
著
で
あ
っ
た
。
東
日
本
大

震
災
に
よ
る
生
産
設
備
の
被
害
が
契
機

に
な
り
、
日
本
の
石
油
元
売
り
各
社
が

韓
国
か
ら
緊
急
輸
入
を
し
た
。
そ
の
後

も
円
高
ウ
ォ
ン
安
で
割
安
感
の
あ
る
韓

国
製
の
対
日
輸
出
が
続
き
、
二
〇
一
二

年
も
高
い
水
準
で
推
移
し
た
。
石
油
製

品
な
ど
の
素
材
産
業
の
一
部
で
は
、
韓

国
企
業
は
拠
点
当
た
り
の
生
産
規
模
が

大
き
く
、
設
備
が
新
し
い
な
ど
、
か
な

り
の
価
格
競
争
力
を
有
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
近
年
の
動
き
と
し
て
注
目
さ

れ
る
の
が
、
無
線
通
信
機
器
、
自
動
車

部
品
の
対
日
輸
出
の
増
加
で
あ
る
。
無

線
通
信
機
器
の
対
日
輸
出
は
二
〇
一
一

年
に
一
気
に
前
年
比
八
八
・
二
％
増
を

記
録
し
た
。
こ
れ
は
、
日
本
市
場
で
韓

国
メ
ー
カ
ー
の
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
が
市

民
権
を
得
、
販
売
が
拡
大
し
た
た
め
で

あ
る
。
こ
れ
ま
で
、
自
動
車
、
家
電
と

い
っ
た
耐
久
消
費
財
分
野
で
は
、
日
本

市
場
に
お
け
る
韓
国
メ
ー
カ
ー
の
販
売

は
振
る
わ
な
か
っ
た
。
こ
れ
ら
製
品
は

日
本
企
業
の
国
際
競
争
力
も
高
く
、
市

場
競
争
も
激
し
か
っ
た
た
め
に
、
ブ
ラ

ン
ド
力
に
劣
る
韓
国
メ
ー
カ
ー
は
日
本

へ
の
販
売
に
必
ず
し
も
注
力
し
な
か
っ

た
た
め
で
あ
る
。
こ
う
し
た
状
況
を
初

め
て
打
破
し
た
の
が
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
と

い
え
よ
う
。
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
を
契
機

に
韓
国
製
品
に
対
す
る
日
本
の
消
費
者

の
評
価
も
変
わ
り
つ
つ
あ
る
。
今
後
、

他
の
分
野
で
韓
国
製
品
が
日
本
市
場
に

ど
れ
だ
け
浸
透
す
る
か
注
目
さ
れ
る
。

　

自
動
車
部
品
は
二
〇
一
二
年
時
点
で

第
八
位
の
対
日
輸
出
品
目
で
あ
る
が
、

二
〇
〇
〇
年
か
ら
二
〇
一
二
年
ま
で
の

一
二
年
間
で
輸
出
金
額
は
五
・
三
倍
に

な
る
な
ど
、
増
加
が
顕
著
で
あ
る
。
韓

国
の
完
成
車
メ
ー
カ
ー
の
国
際
競
争
力

の
上
昇
に
よ
り
、
そ
れ
に
装
着
さ
れ
る

韓
国
製
自
動
車
部
品
に
対
す
る
評
価
も

高
ま
っ
て
い
る
。
そ
こ
で
韓
国
に
近
い

西
日
本
に
工
場
を
有
す
る
メ
ー
カ
ー
を

始
め
、
日
本
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
各
社

が
韓
国
製
自
動
車
部
品
の
採
用
を
積
極

化
さ
せ
て
い
る
。
そ
の
結
果
、
日
韓
を

ま
た
ぐ
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
が
形
成
さ

れ
て
つ
つ
あ
る
。
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（出所）韓国貿易協会データベース。

図 1　韓国の対日輸出入・貿易収支の推移
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●
構
造
的
な
赤
字
が
続
く

　
対
日
貿
易
収
支

　

韓
国
の
対
日
輸
入
は
拡
大
基
調
が
続

い
て
き
た
。
韓
国
に
と
っ
て
日
本
は
二

〇
〇
〇
〜
〇
六
年
は
最
大
の
輸
入
相
手

国
、
二
〇
〇
七
年
以
降
は
中
国
に
次
ぐ

第
二
位
の
輸
入
相
手
国
に
な
っ
て
い

る
。
輸
入
品
目
は
部
品
・
素
材
や
生
産

設
備
が
中
心
で
、
消
費
財
は
上
位
に
は

ラ
ン
ク
イ
ン
し
て
い
な
い
。
ち
な
み

に
、
二
〇
一
二
年
の
輸
入
金
額
の
多
い

順
に
鉄
鋼
板
、
半
導
体
、
プ
ラ
ス
チ
ッ

ク
製
品
、
半
導
体
製
造
装
置
の
順
に

な
っ
て
い
る
。
韓
国
は
従
来
か
ら
部

品
・
素
材
、
生
産
設
備
の
対
日
依
存
度

が
高
く
、
韓
国
国
内
の
生
産
・
輸
出
が

増
加
（
減
少
）
す
る
ほ
ど
対
日
輸
入
が

増
加
（
減
少
）
す
る
。
図
2
か
ら
も
、

韓
国
の
対
世
界
輸
出
と
対
日
輸
入
の
相

関
関
係
が
読
み
取
れ
よ
う
。

　

対
日
輸
入
額
は
対
日
輸
出
額
を
大
幅

に
上
回
っ
て
お
り
、
対
日
貿
易
は
韓
国

の
赤
字
が
続
い
て
い
る
。
韓
国
に
と
っ

て
日
本
は
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
に
次
ぐ
第

二
の
貿
易
赤
字
国
（
一
九
八
三
〜
二
〇
一

〇
年
は
最
大
の
赤
字
国
）
で
、
赤
字
額

は
拡
大
傾
向
が
続
い
て
き
た
。
そ
の
た

め
、
韓
国
に
と
っ
て
対
日
貿
易
赤
字
の

削
減
が
長
年
の
課
題
と
な
っ
て
い
た
。

か
つ
て
は
「
輸
入
先
多
辺
化
（
多
角
化
）

品
目
制
度
」
を
設
け
、
日
本
か
ら
の
輸

入
を
制
限
す
る
政
策
を
取
っ
て
い
た
時

期
も
あ
っ
た
が
、
同
制
度
は
一
九
九
九

年
に
廃
止
さ
れ
、
そ
れ
以
降
は
自
国
企

業
に
対
す
る
技
術
支
援
、
日
本
企
業
の

対
韓
直
接
投
資
に
よ
る
輸
入
代
替
、
輸

入
先
の
日
本
か
ら
第
三
国
へ
の
転
換
な

ど
で
、
対
日
輸
入
増
加
に
歯
止
め
を
掛

け
よ
う
と
し
て
き
た
。
こ
の
よ
う
な
韓

国
政
府
の
努
力
は
一
定
程
度
は
功
を
奏

し
た
と
考
え
ら
れ
る
が
、
対
日
輸
入
へ

の
依
存
度
が
大
き
く
低
下
す
る
と
い
っ

た
構
造
変
化
に
ま
で
は
至
っ
て
い
な
い
。

●
活
発
化
し
て
い
る

　
日
本
企
業
の
韓
国
進
出

　

近
年
、
日
本
企
業
の
韓
国
進
出
が
活

発
で
あ
る
。
二
〇
一
二
年
の
日
本
の
対

韓
直
接
投
資
（
申
告
ベ
ー
ス
、
以
下
同

様
）
は
四
五
億
ド
ル
を
越
え
、
過
去
最

高
を
記
録
し
た
（
図
3
・
表
1
）。
ち

な
み
に
、
韓
国
に
直
接
投
資
を
行
っ
て

い
る
の
は
日
本
、
ア
メ
リ
カ
、
欧
州
の

三
極
が
中
心
と
な
っ
て
お
り
、
日
本
か

ら
の
直
接
投
資
額
が
韓
国
の
対
内
直
接

投
資
額
全
体
に
占
め
る
割
合
は
、
二
〇

一
二
年
は
二
七
・
九
％
、
過
去
か
ら
二

〇
一
二
年
ま
で
の
累
計
で
一
六
・
一
％

に
達
し
て
い
る
。

　

と
こ
ろ
で
、
日
本
企
業
の
韓
国
進
出

が
活
発
化
し
て
い
る
理
由
は
何
で
あ
ろ

う
か
。
韓
国
進
出
の
狙
い
は
企
業
ご
と

に
さ
ま
ざ
ま
で
あ
り
、
複
数
の
狙
い
を

持
っ
て
進
出
す
る
企
業
も
多
い
も
の

の
、
お
お
む
ね
、
次
の
よ
う
に
類
型
化

で
き
る
と
考
え
ら
れ
る
。

①
韓
国
企
業
向
け
需
要
の
獲
得
狙
い

　

最
大
の
狙
い
は
成
長
す
る
韓
国
企
業

向
け
需
要
の
取
り
込
み
で
あ
ろ
う
。
韓

国
の
セ
ッ
ト
メ
ー
カ
ー
は
半
導
体
、
液

晶
パ
ネ
ル
、
自
動
車
な
ど
で
高
い
世
界

シ
ェ
ア
を
有
し
て
お
り
、
生
産
も
拡
大

し
て
き
た
。
こ
れ
ら
韓
国
企
業
向
け
需

要
を
取
り
込
む
べ
く
、
韓
国
に
生
産
・

販
売
拠
点
、
さ
ら
に
は
開
発
拠
点
を
新

増
設
す
る
動
き
が
日
本
の
部
品
・
素
材

関
連
メ
ー
カ
ー
や
装
置
メ
ー
カ
ー
の
間

で
広
が
っ
た
。
特
に
、
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ

ク
ス
産
業
を
巡
っ
て
こ
の
動
き
が
顕
著

で
あ
る
。
こ
の
分
野
で
は
日
本
の
セ
ッ

ト
メ
ー
カ
ー
は
相
対
的
に
不
振
で
あ

り
、
日
本
メ
ー
カ
ー
を
顧
客
と
す
る
日

本
企
業
が
成
長
機
会
を
求
め
て
韓
国
に

続
々
と
進
出
し
て
い
る
。
韓
国
企
業
向

け
需
要
の
獲
得
を
狙
っ
た
例
と
し
て

は
、
東
レ
の
炭
素
繊
維
工
場
の
建
設

（
二
〇
一
一
年
一
月
。
年
月
は
特
記
の

な
い
限
り
各
社
の
プ
レ
ス
リ
リ
ー
ス
発

表
時
期
を
示
す
。
以
下
同
様
）
が
、
先

端
素
材
の
生
産
拠
点
で
も
あ
り
話
題
に

な
っ
た
感
が
あ
る
が
（
た
だ
し
、
同
社

で
は
韓
国
か
ら
の
製
品
輸
出
も
念
頭
に

置
い
て
い
る
）、
そ
の
他
に
も
多
く
の

事
例
が
み
ら
れ
る
。
二
〇
一
二
年
に
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（出所）図 1 と同じ。

図 2　韓国の対世界輸出と対日輸入の推移（対前年増減率）
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限
っ
て
み
て
も
、
ア
ド
バ
ン
テ
ス
ト
が

半
導
体
試
験
用
装
置
生
産
の
新
工
場
建

設
（
二
月
）、
日
本
電
気
硝
子
が
薄
型

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
プ
レ
ー
用
ガ
ラ
ス
の
生

産
・
販
売
会
社
を
設
立
（
五
月
）、
東

京
応
化
工
業
が
フ
ォ
ト
レ
ジ
ス
ト
の
製

造
・
販
売
会
社
を
サ
ム
ス
ン
物
産
と
合

弁
で
設
立
（
八
月
）、
住
友
化
学
が
リ

チ
ウ
ム
イ
オ
ン
二
次
電
池
材
料
用
高
純

度
ア
ル
ミ
ナ
の
製
造
設
備
を
新
設
（
一

二
月
）
な
ど
の
事
例
が
あ
っ
た
。
多
く

は
グ
リ
ー
ン
フ
ィ
ー
ル
ド
型
投
資
で
あ

り
、
ま
た
、
業
種
と
し
て
は
化
学
分
野

が
比
較
的
多
い
。

②
韓
国
の
消
費
市
場
の
獲
得
狙
い

　

つ
い
で
、
韓
国
の
消
費
市
場
の
取
り

込
み
を
狙
っ
た
日
本
企
業
の
韓
国
進
出

も
盛
ん
で
あ
る
。
韓
国
は
人
口
五
〇
〇

〇
万
人
、
一
人
当
た
り
Ｇ
Ｄ
Ｐ
二
万
ド

ル
強
と
、
一
定
の
消
費
市
場
規
模
を

誇
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
日
本
と
文
化

的
な
類
似
点
が
多
く
、
二
国
間
の
人
的

交
流
も
活
発
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
日
本

製
品
・
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
入
れ
や
す
い

素
地
が
あ
る
。

　

特
に
活
発
な
動
き
を
み
せ
て
い
る
業

界
が
外
食
産
業
で
、
二
〇
〇
七
年
ご
ろ

か
ら
各
社
一
斉
に
進
出
し
て
き
て
い

る
。
二
〇
一
一
年
以
降
を
み
て
も
、
あ

き
ん
ど
ス
シ
ロ
ー
（
二
〇
一
一
年
四
月

に
現
地
法
人
設
立
、
一
二
月
に
一
号
店

開
設
）、
モ
ス
フ
ー
ド
サ
ー
ビ
ス
（
二

〇
一
一
年
一
〇
月
）、
プ
レ
ナ
ス
（
弁

当
チ
ェ
ー
ン
「
ほ
っ
と
も
っ
と
」
を
展

開
、
二
〇
一
一
年
一
一
月
）、
ト
リ

ド
ー
ル
（
う
ど
ん
チ
ェ
ー
ン
「
丸
亀
製

麺
」
を
展
開
、
二
〇
一
二
年
七
月
）、

ワ
タ
ミ
（
二
〇
一
二
年
一
一
月
）
な
ど

が
合
弁
な
い
し
独
資
で
新
た
に
韓
国
法

人
を
設
立
し
た
。
韓
国
で
日
本
食
市
場

が
拡
大
し
日
本
か
ら
企
業
進
出
が
相
次

い
で
い
る
具
体
的
な
理
由
と
し
て
は
、

①
日
本
食
が
「
健
康
に
良
い
」
と
い
う

イ
メ
ー
ジ
が
強
く
、
見
た
目
の
美
し
さ

表 1　最近の日本企業の韓国進出事例（2012 年 4 月〜 2013 年 3 月）

発表日 企業名 概要
2012 年
5 月 16 日

日本電気硝子 ・�薄型パネルディスプレイ用ガラスの製造、販売を行う新会社を京畿道
坡州市に設立。資本金約 70 億円（同社の 100％出資）、設備投資額約
330 億円の予定。

5 月 29 日 東芝 ・�風力発電機器事業、風力発電所の開発・建設・運用を行うユニスン社
に資本参加する。出資比率は 34％、出資総額は約 843 億ウォンの予
定。

・�ユニスン社は韓国メーカトップの実績を誇り、風車本体技術、発電機
技術、豊富な製造能力を有する。相乗効果を発揮し、再生可能エネル
ギー全量買取制度により市場拡大が見込まれる日本市場、世界各国市
場へ風力発電事業の拡大を推進する。

7 月 24 日 日 本 電 産 サ ン
キョー

・�京畿道龍仁市の SCD の発効済み株式の 51.42％を取得。
・�SCD は冷蔵庫用モータ駆動ユニット、エアコン用モータの開発、製

造、販売を行っており、新興国に強い韓国系白物家電メーカと強固な
関係を構築している。株式取得により、従来弱かった韓国系白物家電
メーカへの参入機会を獲得し、冷蔵庫以外の白物家電、住宅設備、サ
ニタリー製品などの豊富な製品ラインアップの拡販を行う。

7 月 31 日 トリドール ・�2012 年 8 月にソウル市に 100％子会社を設立。セルフうどん「丸亀製
麺」など外食事業等を展開。

・�韓国は 3 〜 4％の安定的な経済成長を遂げ、商圏人口 2,000 万人強の
ソウルをはじめ、地方中核都市が複数存在する安定市場。韓国は健康
志向が強く、日本食の人気が高い。現段階では本格的な日系セルフう
どん事業者の進出がなく、市場体格の余地は十分にあると判断。

8 月 16 日 東京応化工業 ・�韓国におけるフォトレジスト・ニーズの拡大に対応すべく、サムスン
物産と合弁会社を設立する。資本金は 900 億ウォン、出資比率は同社
90％、サムスン物産 10％。合わせて、フォトレジストの開発・製造・
販売の強化・拡大を目的にサムスン物産と業務提携を行う。

10 月 4 日 J トラスト ・�未来貯蓄銀行（済州道済州市）の買収を発表。親愛株式会社（ソウル
市）を設立し、未来貯蓄銀行の資産・負債を継承する。

・�日本国内における金融機関との保障事業やクレジットカード事業で
培ったノウハウを活用する。

11 月 8 日 ワタミ ・�外食大手ジェネシスと合弁会社を設立し、「居酒屋　和民」のフラン
チャイズ展開を行う。合弁会社の資本金は 20 億ウォン、出資比率は
子会社のワタミインターナショナル 50％、ジェネシス 50％。

11 月 15 日 味の素 ・�仁川経済自由区域にバイオ医薬品製造用培地事業の合弁会社を設立。
設立時の資本金は 357 億ウォン、出資比率は味の素 75％、ジェネク
シン 25％。

・�アジア最大の培地の消費地である韓国に生産・販売拠点を持つことで
現地市場ニーズに対応する。さらに、アジアを中心とした新規需要獲
得を目指す。

11 月 15 日 大和リビング ・�韓国で成長が見込まれる賃貸住宅管理事業を展開すべく kt estate との
合弁会社を設立。資本金 10 億ウォン、出資比率は大和リビング
49％、kt estate 51％。

12 月 6 日 オリックス ・�STX グループでエネルギー事業を手掛ける STX Energy に資本参加す
る。最大 49.9％の持分を取得する。韓国の電力市場での事業拡大を図
る狙い。

12 月 6 日 住友化学 ・�リチウムイオン二次電池材料用高純度アルミナの製造設備を全羅南道
益山市に新設。生産能力は年間 1,600 トン。

・�ハイブリッド車、電気自動車用などリチウムイオン二次電池の需要拡
大が見込まれるため、韓国に新たに設備を建設。

2013 年
1 月 4 日

セ ガ サ ミ ー グ
ループ

・�釜山市の先端複合都市「センタムシティ」において複合施設「セガサ
ミー釜山」を開発する。ホテル、エンタテイメント、商業施設などで
構成され、総投資金額は約 3,915 億ウォン。

1 月 17 日 コニカミノルタ ・�韓国国内のビジネスコンビニ最大手の FedEx Kinko’s Korea を買収。
・�買収により今後成長が見込まれる韓国のプロダクションプリント分野

に向けて、多彩な出力サービスを迅速かつ広範囲に実現する。
2 月 3 日 帝人 ・�SK ケミカルと、ポリフェニレンサルファイド（PPS）樹脂とその複合

材料を製造・販売する合弁会社の設立で合意。所在地は蔚山市、資本
金は 50 億ウォン（SK ケミカル 66％、帝人 34％）、生産能力年間 1 万
2,000 トン。

・�合弁会社は成長著しいアジア市場に焦点を当てたグローバル展開を図
る。

2 月 7 日 SBI ホールディ
ングス

・�現代スイス貯蓄銀行の株式取得を決定。現在、韓国子会社を通じ
20.9％の出資を行っているが、同行・同行傘下銀行の発行する新株ま
たは劣後債を引き受ける。同行の安定した事業運営を支援。KOSPI に
上場している SBI モーゲージとの連携も目指す。

2 月 20 日 三井化学 ・�プラスチックメガネレンズ材料メーカーの KOC Solution の発効済み株
式 51％を取得し、子会社化。狙いは、①製品ラインナップを拡充す
る、② KOC Solution が保有する中国の製造・販売拠点を活用し、中国
市場での拡販を強化、の 2 点。

3 月 4 日 東芝メディカル
システムズ

・�韓国法人 TI Medical Systems の株式を取得し、100％子会社として韓国
現地法人を設立。

・�現地法人化により韓国市場への取り組みをさらに強化し、販売好調な
CT に加え、MRI、超音波診断装置、X 線診断装置などを購入し、シェ
アを伸ばしていく。韓国の医療機器市場は今後平均成長率 10％と世界
成長率（9.6％）を上回る伸びが見込まれる。

（出所）各社プレスリリースを基に筆者作成。
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も
あ
り
「
洗
練
さ
れ
て
い
る
」
と
認
識

さ
れ
て
い
る
こ
と
、
②
韓
国
の
一
般
庶

民
が
日
本
旅
行
を
楽
し
む
よ
う
に
な

り
、
本
場
の
日
本
食
を
経
験
し
た
消
費

者
が
大
幅
に
増
え
た
こ
と
な
ど
が
指
摘

で
き
る
。

③
コ
ス
ト
削
減
狙
い

　

韓
国
企
業
や
韓
国
の
消
費
者
市
場
の

獲
得
と
共
に
、
日
本
と
比
較
し
た
際
の

韓
国
の
生
産
コ
ス
ト
の
安
さ
も
日
本
企

業
の
韓
国
進
出
の
誘
因
に
な
っ
て
い

る
。
具
体
的
に
は
、
円
高
ウ
ォ
ン
安

（
た
だ
し
、
二
〇
一
二
年
秋
以
降
、
円

高
ウ
ォ
ン
安
の
修
正
が
進
展
し
た
）
の

他
に
、
法
人
税
・
電
気
料
金
・
人
件
費

な
ど
が
日
本
に
比
べ
安
価
な
こ
と
、
韓

国
政
府
が
租
税
減
免
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な

外
資
企
業
優
遇
政
策
を
取
っ
て
い
る
こ

と
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
充
実
し

て
い
る
こ
と
な
ど
が
し
ば
し
ば
指
摘
さ

れ
て
い
る
。
例
え
ば
、
ソ
フ
ト
バ
ン
ク

テ
レ
コ
ム
は
、
釜
山
市
近
郊
に
デ
ー
タ

セ
ン
タ
ー
事
業
の
合
弁
会
社
を
設
立
す

る
計
画
を
発
表
し
た
が
（
二
〇
一
一
年

五
月
）、
そ
の
な
か
で
韓
国
の
メ
リ
ッ

ト
と
し
て
、
①
日
本
か
ら
の
近
接
性
、

②
電
気
料
金
の
安
さ
、
③
Ｉ
Ｃ
Ｔ
（
情

報
通
信
技
術
）
の
先
進
性
を
指
摘
し
て

お
り
、
安
価
な
電
気
料
金
が
韓
国
進
出

の
大
き
な
理
由
で
あ
っ
た
と
指
摘
し
て

い
る
。

　

Ｆ
Ｔ
Ａ
を
巡
っ
て
は
、
韓
国
は
二
〇

一
一
年
七
月
に
は
Ｅ
Ｕ
と
の
、
二
〇
一

二
年
三
月
に
は
ア
メ
リ
カ
と
の
Ｆ
Ｔ
Ａ

が
新
た
に
発
効
し
、
日
本
を
大
き
く
引

き
離
し
た
。
そ
の
た
め
、
韓
国
の
充
実

し
た
Ｆ
Ｔ
Ａ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
活
用
が

日
本
企
業
に
と
っ
て
韓
国
進
出
の
魅
力

の
ひ
と
つ
に
な
っ
て
き
て
い
る
。
ジ
ェ

ト
ロ
で
は
毎
年
、
ア
ジ
ア
・
オ
セ
ア
ニ

ア
の
日
系
企
業
を
対
象
に
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
を
行
っ
て
い
る
。
直
近
で
は
二
〇

一
二
年
一
〇
〜
一
一
月
に
調
査
を
実
施

し
、
そ
の
な
か
で
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
活
用
状
況

を
尋
ね
た
。
回
答
結
果
か
ら
Ｆ
Ｔ
Ａ
活

用
率
（
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
活
用
し
て
い
る
企
業

数
／
輸
出
入
を
行
っ
て
い
る
企
業
数
）

を
算
出
し
て
い
る
が
、
在
韓
日
系
企
業

の
Ｆ
Ｔ
Ａ
活
用
率
は
五
九
％
と
、
調
査

対
象
二
〇
カ
国
・
地
域
中
で
最
も
高

か
っ
た
。
こ
こ
か
ら
も
、
在
韓
日
系
企

業
が
韓
国
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を

積
極
的
に
活
用
し
て
事
業
を
展
開
し
て

い
る
こ
と
が
裏
付
け
ら
れ
た
。

④�

そ
の
他
―
技
術
獲
得
、
中
国
向
け
生

産
拠
点
確
保
な
ど
―

　

韓
国
企
業
が
保
有
す
る
技
術
を
獲
得

す
る
目
的
で
、
韓
国
企
業
に
出
資
す
る

事
例
も
み
ら
れ
る
。
例
え
ば
、
東
芝
は

風
力
発
電
機
器
メ
ー
カ
ー
の
ユ
ニ
ス
ン

に
資
本
参
加
し
、
筆
頭
株
主
に
な
る
と

発
表
し
た
（
二
〇
一
二
年
五
月
）。
東

芝
は
、
自
社
の
持
つ
要
素
技
術
と
、
ユ

ニ
ス
ン
が
得
意
と
す
る
風
車
本
体
や
ギ

ア
の
な
い
発
電
機
技
術
を
組
み
合
わ

せ
、
グ
ロ
ー
バ
ル
市
場
で
風
力
発
電
事

業
を
拡
大
さ
せ
て
い
く
意
向
で
あ
る
。

　

中
国
市
場
を
狙
っ
て
韓
国
に
進
出
す

る
事
例
も
み
ら
れ
る
。
韓
国
が
地
理
的

に
中
国
に
近
い
こ
と
、
顧
客
の
韓
国
企

業
が
中
国
に
拠
点
展
開
を
し
て
い
る
こ

と
な
ど
が
そ
の
理
由
で
あ
る
。
例
え

ば
、
Ｊ
Ｘ
日
鉱
日
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
二

〇
一
一
年
八
月
に
Ｓ
Ｋ
グ
ル
ー
プ
と
の
合

弁
に
よ
る
パ
ラ
キ
シ
レ
ン
製
造
拠
点
設

立
を
発
表
し
た
が
、
製
品
は
中
国
を
中

心
に
ア
ジ
ア
に
供
給
す
る
計
画
で
あ
る
。

　

な
お
、
韓
国
に
進
出
し
た
日
本
企
業

の
業
績
は
相
対
的
に
良
好
で
あ
る
。
前

述
の
ジ
ェ
ト
ロ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
で

は
二
〇
一
二
年
の
営
業
利
益
の
見
通
し

を
聞
い
て
い
る
が
、
在
韓
日
系
企
業
の

黒
字
比
率
（
二
〇
一
二
年
の
営
業
利
益

が
「
黒
字
の
見
通
し
」
と
回
答
し
た
企

業
数
／
全
回
答
企
業
数
）
は
七
五
％

と
、
調
査
対
象
二
〇
カ
国
・
地
域
中
で

三
番
目
に
高
か
っ
た
。
在
韓
日
系
企
業

の
黒
字
比
率
は
例
年
上
位
に
ラ
ン
ク
イ

ン
し
て
お
り
、
業
績
は
安
定
し
て
良
好

で
あ
る
。

　

と
は
い
え
、
事
業
上
の
課
題
に
直
面

し
て
い
る
在
韓
日
系
企
業
も
少
な
く
な

い
。
ソ
ウ
ル
首
都
圏
を
中
心
と
す
る
日

系
企
業
の
団
体
で
あ
る
ソ
ウ
ル
ジ
ャ
パ

ン
ク
ラ
ブ
で
は
一
九
九
八
年
以
降
毎

年
、
事
業
環
境
の
改
善
の
た
め
の
建
議

を
韓
国
政
府
に
対
し
て
行
っ
て
い
る
。

例
年
、
建
議
事
項
と
し
て
多
く
の
項
目

が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
の
が
労
働
・
労
務

関
係
分
野
、
知
的
財
産
権
分
野
な
ど

で
、
こ
れ
ら
の
分
野
が
多
く
の
日
系
企

業
に
共
通
す
る
事
業
課
題
と
い
え
る
。

●
徐
々
に
多
様
化
す
る

　
韓
国
の
対
日
直
接
投
資

　

一
方
、
韓
国
の
対
日
直
接
投
資
（
実

行
ベ
ー
ス
。
韓
国
輸
出
入
銀
行
デ
ー
タ

ベ
ー
ス
に
よ
る
。
以
下
同
様
）
は
、
必

ず
し
も
活
発
と
は
い
え
な
い
。
韓
国
の

対
外
直
接
投
資
全
体
の
な
か
で
日
本
は

第
一
三
位
（
二
〇
一
二
年
末
、
累
計
金

額
ベ
ー
ス
）
の
直
接
投
資
先
に
と
ど

ま
っ
て
い
る
。
そ
れ
で
も
、
か
つ
て
は

多
く
て
も
年
間
一
億
ド
ル
程
度
だ
っ
た

も
の
が
、
二
〇
〇
〇
年
代
半
ば
以
降
は

年
間
二
〜
五
億
ド
ル
台
で
そ
れ
な
り
に

底
堅
く
推
移
し
て
い
る
。
以
前
は
サ
ム

ス
ン
、
現
代
自
動
車
、
Ｌ
Ｇ
、
ポ
ス
コ

な
ど
大
手
財
閥
に
属
す
る
企
業
の
日
本

国
内
向
け
販
売
拠
点
や
研
究
開
発
拠
点

の
設
立
が
中
心
で
あ
っ
た
が
、
近
年
は

企
業
や
投
資
目
的
が
そ
れ
な
り
に
多
様

化
し
て
き
て
い
る
。

　

製
造
業
で
は
、
高
い
技
術
を
持
つ
日

深化する日韓の貿易・ 直接投資関係 ﻿
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本
の
中
堅
・
中
小
企
業
を
買
収
す
る
事

例
も
み
ら
れ
る
。
例
え
ば
、
ポ
ス
コ
は

環
境
ベ
ン
チ
ャ
ー
の
ゼ
ネ
シ
ス
の
買
収

契
約
締
結
を
発
表
し
た
（
二
〇
一
〇
年

一
二
月
）。
サ
ム
ス
ン
電
機
は
ハ
ー
ド

デ
ィ
ス
ク
ド
ラ
イ
ブ
（
Ｈ
Ｄ
Ｄ
）
モ
ー

タ
ー
事
業
の
強
化
の
た
め
に
、
二
〇
一

二
年
三
月
に
Ｈ
Ｄ
Ｄ
モ
ー
タ
ー
を
製
造

す
る
ア
ル
フ
ァ
ナ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
全

株
式
を
買
収
し
て
い
る
。

　

サ
ー
ビ
ス
業
で
は
、
Ｉ
Ｔ
・
ゲ
ー
ム

産
業
、
ゴ
ル
フ
場
、
観
光
、
金
融
、
小

売
業
な
ど
幅
広
い
分
野
で
対
日
直
接
投

資
が
み
ら
れ
る
。

　

Ｉ
Ｔ
・
ゲ
ー
ム
産
業
で
は
、
韓
国
で

開
発
し
た
シ
ス
テ
ム
を
日
本
市
場
に
投

入
す
る
事
例
が
み
ら
れ
る
。
例
え
ば
、

シ
ョ
ー
ト
メ
ー
ル
「
カ
カ
オ
ト
ー
ク
」

な
ど
の
事
業
を
展
開
す
る
カ
カ
オ
が
二

〇
一
一
年
七
月
に
カ
カ
オ
ジ
ャ
パ
ン
を

設
立
し
、
日
本
で
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

サ
ー
ビ
ス
、
マ
ル
テ
ィ
メ
デ
ィ
ア
プ
ロ

グ
ラ
ム
の
開
発
・
販
売
な
ど
を
開
始
し

た
。
ま
た
、
韓
国
の
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト

最
大
手
の
Ｎ
Ｈ
Ｎ
は
同
社
の
日
本
法
人

を
通
じ
て
二
〇
一
〇
年
五
月
に
ラ
イ
ブ

ド
ア
を
買
収
し
た
。

　

ま
た
、
二
〇
〇
四
年
頃
か
ら
韓
国
資

本
が
日
本
国
内
の
ゴ
ル
フ
場
を
買
収
す

る
事
例
が
相
次
い
だ
。
こ
れ
は
、
韓
国

人
の
日
本
旅
行
需
要
の
取
り
込
み
を

狙
っ
た
も
の
で
、
日
本
で
ゴ
ル
フ
を
楽

し
む
韓
国
人
旅
行
者
の
数
が
増
え
た
こ

と
や
日
本
の
ゴ
ル
フ
場
売
買
価
格
が
下

落
し
た
こ
と
が
背
景
に
あ
る
。
例
え

ば
、
韓
国
産
業
洋
行
は
日
本
法
人
を
通

じ
福
岡
県
、
長
崎
県
、
福
井
県
な
ど
の

ゴ
ル
フ
場
を
買
収
し
て
い
る
。
そ
の

他
、
大
京
Ｔ
Ｌ
Ｓ
、
亀
尾
開
発
、
英
物

流
な
ど
が
日
本
で
ゴ
ル
フ
場
を
買
収
し

て
い
る
。

　

観
光
で
は
、
済
州
航
空
、
エ
ア
プ
サ

ン
、
テ
ィ
ー
ウ
ェ
イ
航
空
と
い
っ
た
Ｌ

Ｃ
Ｃ
（
格
安
航
空
会
社
）
が
近
年
、
相

次
い
で
日
本
に
支
店
を
開
設
し
て
い

る
。
金
融
で
は
新
韓
銀
行
が
二
〇
〇
九

年
に
日
本
の
支
店
を
現
地
法
人
化
し
、

シ
テ
ィ
バ
ン
ク
に
次
ぐ
二
番
目
の
外
資

銀
行
の
日
本
法
人
Ｓ
Ｂ
Ｊ
銀
行
と
し
て

営
業
を
開
始
し
た
。
さ
ら
に
小
売
業
で

は
、
衣
料
品
店
チ
ェ
ー
ン
大
手
の
イ
ー

ラ
ン
ド
グ
ル
ー
プ
が
二
〇
一
三
年
二
月

に
横
浜
に
女
性
向
け
ブ
ラ
ン
ド
「
ミ
ッ

ソ
」
一
号
店
を
開
店
し
た
。
同
グ
ル
ー

プ
は
今
後
、
三
年
以
内
に
ミ
ッ
ソ
店
を

三
〇
店
開
店
す
る
ほ
か
、
別
ブ
ラ
ン
ド

店
の
展
開
計
画
も
進
め
つ
つ
あ
る
。

●
終
わ
り
に

　

日
韓
間
の
貿
易
構
造
は
今
後
と
も
大

き
な
変
化
は
な
い
も
の
と
思
わ
れ
る
。

特
に
、
韓
国
の
対
日
貿
易
赤
字
の
解
消

は
日
本
企
業
の
韓
国
進
出
効
果
を
持
っ

て
し
て
も
容
易
で
は
な
い
で
あ
ろ
う
。

た
だ
し
、
韓
国
の
対
日
輸
出
を
巡
っ
て

は
、
今
後
、
自
動
車
部
品
に
代
表
さ
れ

る
機
械
部
品
や
携
帯
電
話
の
よ
う
な
耐

久
消
費
財
の
分
野
で
韓
国
企
業
が
日
本

市
場
開
拓
を
進
め
、
対
日
輸
出
を
増
や

し
て
い
け
る
か
ど
う
か
注
目
さ
れ
る
。

　

と
こ
ろ
で
、
二
〇
一
二
年
秋
以
降
、

リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
以
降
の
円
高

ウ
ォ
ン
安
の
修
正
が
進
ん
だ
。
執
筆
時

点
で
捕
捉
で
き
る
国
別
品
目
別
貿
易
統

計
は
二
〇
一
三
年
二
月
ま
で
で
、
そ
の

時
点
に
限
っ
て
み
る
と
為
替
の
日
韓
貿

易
へ
の
影
響
は
必
ず
し
も
は
っ
き
り
し

な
い
。
韓
国
銀
行
（
中
央
銀
行
）
も

「（
日
本
を
含
め
た
全
世
界
向
け
の
）
輸

出
量
の
面
で
は
ま
だ
否
定
的
な
影
響
は

顕
在
化
し
て
い
な
い
状
況
」「
日
本
の

輸
入
需
要
の
不
振
に
も
か
か
わ
ら
ず
今

年
に
は
い
り
対
日
輸
出
が
数
量
ベ
ー
ス

で
増
加
」（
四
月
一
一
日
発
表
）
と
み

て
い
る
。
た
だ
し
、
日
韓
は
元
来
、
産

業
構
造
が
類
似
で
、
同
様
の
製
品
を
生

産
し
、
為
替
水
準
次
第
で
両
国
間
で
輸

出
入
す
る
ケ
ー
ス
も
多
い
。
従
っ
て
、

円
高
ウ
ォ
ン
安
の
修
正
が
定
着
す
れ

ば
、
韓
国
の
対
日
輸
出
に
は
マ
イ
ナ
ス

の
、
対
日
輸
入
に
は
プ
ラ
ス
の
影
響
が

作
用
す
る
可
能
性
も
あ
ろ
う
。

　

一
方
、
日
本
企
業
の
韓
国
進
出
が
今

後
ど
の
程
度
持
続
す
る
の
は
予
見
が
難

し
い
と
こ
ろ
で
あ
る
。
二
〇
一
三
年
通

年
の
見
通
し
に
関
し
て
韓
国
政
府
は
プ

レ
ス
・
リ
リ
ー
ス
の
な
か
で
「
昨
年
の

円
高
な
ど
で
（
中
略
）
石
油
化
学
分
野

を
中
心
に
日
本
の
中
大
型
企
業
の
対
韓

投
資
が
大
幅
に
増
加
し
た
が
、
今
年
は

中
小
企
業
を
中
心
と
し
た
投
資
が
行
わ

れ
、
投
資
規
模
面
で
は
多
少
減
少
す
る

見
通
し
」（
一
月
四
日
発
表
）
と
し
て

い
る
。
素
材
関
連
の
大
型
投
資
が
一
段

落
し
、
日
本
か
ら
の
直
接
投
資
額
が
減

少
す
る
と
み
て
い
る
わ
け
で
あ
る
。
他

方
、
中
長
期
的
に
み
る
と
、
顧
客
に
近

い
場
所
で
生
産
、
さ
ら
に
は
開
発
を
行

う
流
れ
が
強
い
だ
け
に
、
エ
レ
ク
ト
ロ

ニ
ク
ス
分
野
を
始
め
、
グ
ロ
ー
バ
ル
市

場
に
お
け
る
韓
国
企
業
の
勢
い
が
続
く

限
り
に
お
い
て
は
、
日
本
企
業
の
韓
国

事
業
強
化
の
流
れ
は
そ
れ
な
り
に
続
く

も
の
と
思
わ
れ
る
。

　

他
方
、
韓
国
企
業
の
対
日
直
接
投
資

に
つ
い
て
は
、
日
本
の
内
需
規
模
が
大

き
い
こ
と
や
、
貿
易
や
対
内
直
接
投
資

に
お
け
る
日
本
と
の
密
接
な
関
係
と
比

較
し
て
対
外
直
接
投
資
で
の
日
本
の
プ

レ
ゼ
ン
ス
が
低
い
こ
と
を
考
え
る
と
、

さ
ら
な
る
拡
大
の
余
地
が
残
さ
れ
て
い

る
と
み
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。

（
も
も
も
と　

か
ず
ひ
ろ
／
日
本
貿
易
振

興
機
構　

海
外
調
査
部
主
査
）
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